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[bookmark: _Toc503382875][bookmark: _Toc505260657][bookmark: _Toc505260805][bookmark: _Toc506308287][bookmark: _Toc509218258][bookmark: _Toc509223005]目的
東京都渋谷区に位置するバスタ新宿は、鉄道、バス、タクシーなどの多様な交通手段がつながる交通結節点事業として、整備された全国最大級のフラグシップバスターミナルである。バスタ新宿のインフラツーリズムにおいて、全国的に展開されているバスタプロジェクトの更なる拡大を見据えつつ、高速バス路線や地域路線の未来のあり方を創造するとともに、増えるインバウンド需要にも適応できる様、国内の高速バス利用を世界に向けて大きく発信し、適正かつ公平な利用を確保することで、バスタ新宿を発展させていきたい。このような状況を踏まえ、民間開放によるバスタ新宿のさらなる利活用に向けて、「バスタ新宿インフラツーリズム魅力倍増プロジェクト協議会（以下「協議会」という。）」を設置し、検討を進めている。
協議会では、民間事業者との間で、相互に緊密に連携した事業活動を推進することで、バスタ新宿のさらなる利活用及び地域の活性化を推進する予定である。
本募集要項は、バスタ新宿のインフラツーリズムにおける利活用の促進を図るため、「バスタ新宿利活用に関する連携協定」（以下「連携協定」という。）を協議会と締結する事業者（以下「事業者」という。）を募集するためものである。

[bookmark: _Toc506308288][bookmark: _Toc509223006]連携協定の内容
1. [bookmark: _Toc506308289]バスタ新宿利活用に関する連携協定書(案)
別添のとおり。

[bookmark: _Toc506308290]対象施設及び施設所在地等
東京都渋谷区千駄ヶ谷5丁目24番55号バスタ新宿
施設の詳細は「12．その他」①に記載のHP等を参照すること。　　　

[bookmark: _Toc506308291]連携事項
協議会は事業者と、以下の事項について連携して取組むことを想定している。
1 [bookmark: _Hlk188909481]国内外向けのバスチケット販路を拡大するため、バスチケットや観光商材の一元的な販売システムの導入に関すること。（以下、「一元的な販売システムの導入」という。）
2 バスタ新宿の施設見学会などインフラツーリズムの実施に関すること。（以下、「施設見学ツアー」という。）

[bookmark: _Toc506308292]具体的な取組内容
協議会ではバスタ新宿の利活用促進のための基礎データ収集を目的として令和７年度より社会実験の実施を予定している。社会実験に関しては、上記３）連携事項の実現に向けた具体的な実施内容として以下を想定している。
1 事業者は社会実験として、一元的な販売システムの導入及び施設見学ツアー等について自ら企画運営する。
2 事業者は、社会実験の実施にあたり、一元的な販売システムの導入及び施設見学ツアー等の料金を集め、それを収入とすることができる。
3 事業者は、国土交通省東京国道事務所及び新宿高速バスターミナル株式会社が保有するバスタ新宿に関する既存の広報ツール（ホームページ、パンフレットや事業紹介動画の提供や展示物）を、無償で利用することができる。また、場合により、新たな広報ツールが事業者に提供されることがある。
4 国内外向けのバスチケット販路を拡大するため、バスチケットや観光商材の販売については、一元的な販売システムの導入の取組において連携するバス会社や各地域の観光協会等と実施するものとする。
5 一元的な販売システムの導入の取組において連携するバス会社の連絡先等は、別途通知するものとする。
6 施設見学ツアーの実施においては、「道路法」に基づき、道理管理施設の占用手続きや占用料が必要と判断された場合は、事業者に手続き及び負担を求める。
7 社会実験の実施時期は、期間、実施場所、その他上記の内容等も含め、詳細は協議会 と協議のうえ決定とするが、施設見学ツアーの実施については令和７年７月を目途に開始するものとする。

連携協定期間
本連携協定の有効期間は、連携協定締結日から１年間とする。ただし、本連携協定の有効期間が満了する２ヶ月前までに、協議会もしくは事業者から特段の申し出がない場合は、満了日の翌日から１年間、連携協定期間を延長するものとし、その後も同様とする。

[bookmark: _Toc506308293][bookmark: _Toc509223007]連携に対する提案
本募集要項に応募する事業者（以下「応募者」という）に、２．４）の内容を踏まえて、２．３）示した連携事項に対し、協議会とどのような連携が想定されるかなどの取組方針の提案を求める。
なお、取組方針の提案にあたっては、本募集要項添付の様式２「提案書」を提出するものとし、法人の概要や財務諸表も「提案書」と併せて提出すること。また、提案の実現性や応募者のノウハウの活用可能性を確認する資料として、様式３「施設の運営・ツアー・地域との連携・その他実績」を提出することとし、実績が確認できる資料等に関するパンフレット等を必要に応じて添付するものとする。

[bookmark: _Toc503382929][bookmark: _Toc505260854][bookmark: _Toc506308294][bookmark: _Toc509223008]事業者の選定について
1. [bookmark: _Toc506308295]選定方法
連携協定に関する提案書を応募者が提出後、下記２）に示す評価基準に基づき,協議会が提案書の審査を行い、事業者を選定する。なお、必要に応じて、協議会が応募者に対しヒアリングを実施する。ヒアリング実施日については、応募者に対し別途通知する。

1. 評価基準
「提案書」及び「施設の運営・ツアー・地域との連携・その他実績」について、以下の点に着目して評価する。
①　提案書
・「国内外向けのバスチケット販路拡大するため、バスチケットや観光商材の一元的な販売システムの導入に関すること」について、販路拡大案、地域との連携、地域精通度等について、理解度、貢献度、有効性、的確性、独創性、継続性の観点から優位なものを評価する。
・「バスタ新宿の施設見学会などインフラツーリズムの実施」について、見学会の内容、誘客手法、インバウンドへの対応等について、理解度、貢献度、有効性、的確性、独創性、継続性の観点から優位なものを評価する。
・なお、検討にあたっては、巻末「参考資料」をご参照下さい。
②　施設の運営・ツアー・地域との連携・その他実績
・2.3)連携事項及び4）取組内容の推進に向けて有効となる実績や、提案内容の実現性・信頼性等が高いと判断される過去実績について評価する。

[bookmark: _Toc506308296]３）　選定結果の公表
選定結果は事業者の決定後、すみやかに応募者に対し通知するとともに、国土交通省東京国道事務所HP及び新宿高速バスターミナル株式会社HPへ掲載し公表する。

[bookmark: _Toc506308297]４）　その他
提案内容の確認等のため、協議会が必要に応じて応募者に対して追加資料の提出を求める場合がある。

[bookmark: _Toc506308298][bookmark: _Toc509223009]募集スケジュール
事業者の募集は以下のスケジュールで行う。
	日程
	実施事項

	令和７年３月２４日～令和７年４月３日
	質問受付期間

	令和７年４月７日
	質問回答公表日

	令和７年４月２３日
	応募書類の提出締切日

	令和７年４月下旬～５月上旬（予定）
	ヒアリングの実施

	令和７年５月上旬～５月下旬（予定）
	事業者の選定

	令和７年５月上旬～５月下旬（予定）
	連携協定者の公表

	令和７年５月上旬～５月下旬（予定）
	連携協定締結


[bookmark: _Toc506308299]
[bookmark: _Toc509223010]質問受付・公表
1. [bookmark: _Toc506308300]質問受付期間
令和７年３月２４日～令和７年４月３日

[bookmark: _Toc506308301]提出方法
本募集要項添付の様式４「連携協定者募集要項に関する質問書」に必要事項を記入の上、「８．問い合わせ・提出先」まで電子メールにより提出し、必ず電話により着信確認すること。なお、電子メールの表題は本募集要項等に対する質問である旨を記載すること。

[bookmark: _Toc506308302]質問への回答
質問に対する回答は令和７年４月７日に新宿高速バスターミナル株式会社ＨＰ及び国土交通省東京国道事務所ＨＰに掲載する。

[bookmark: _Toc506308303][bookmark: _Toc509223011]応募書類の受付
1. 応募書類の入手先
応募書類は以下に示すＨＰにおいて入手可能とする。
https://www.ktr.mlit.go.jp/toukoku/index.htm（東京国道事務所）

[bookmark: _Toc506308304]受付期間
令和７年３月２４日～令和７年４月２３日

[bookmark: _Toc506308305]提出方法
[bookmark: _Toc509223012]「1１.提出書類一覧」に記載の提出書類に必要事項を記入の上、「８．問い合わせ・提出先」まで、郵送（書留郵便に限る）により１部提出すること（４月２３日消印）。また電子メールにより提出書類一覧のデータも併せて提出すること。なお、郵送については封筒等に応募希望表明書等在中の旨を朱書することとし、電子メールは表題に応募希望表明書等提出の旨を記載すること。

[bookmark: _Toc506308306]応募の辞退
応募を辞退する場合は、本募集要項添付の様式５「応募辞退届」を持参又は郵送（書留郵便に限る）により「８.問い合わせ・提出先」に１部提出すること。なお、郵送については封筒等に応募辞退書在中の旨を朱書すること。

[bookmark: _Toc503382931][bookmark: _Toc505260665][bookmark: _Toc505260856][bookmark: _Toc506308307][bookmark: _Toc509223013]問い合わせ・提出先
　（事務局）国土交通省　関東地方整備局　東京国道事務所　計画課　インフラツーリズム担当
住所：〒102-8340　東京都千代田区九段南1-2-1　九段第３合同庁舎１５階
電話：03-3512-9093
FAX：03-3512-9889
メールアドレス：ktr-toukoku-press@mlit.go.jp

なお、募集要項に関する質問については、電話での直接回答は行わない。

[bookmark: _Toc509223014]留意事項
協定の締結及び実施に係る費用については、事業者で負担するものとする。協議会から、事業者への費用の支払いは行わない。（応募に要する費用を含む）

[bookmark: _Toc509223015]基本的要件
複数企業による協定を想定している場合は、応募時点における構成員及び代表者を示し、役割分担を記載した書面を添付すること。
以下の要件を満たさないものは、応募できない。
警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する業者又はこれに準ずるものとして、国土交通省公共事業等からの排除要請があり、当該状態が継続している者でないこと。
会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更正手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者の再認定を受けた者を除く。）でないこと。

[bookmark: _Toc506308308][bookmark: _Toc509223016]提出書類一覧
	No
	提出書類
	備考
	様式
	提出部数

	１
	応募希望表明書
	指定の様式に必要事項を記入すること。
	１
	１部

	２
	提案書
	指定の様式に必要事項を記入すること。
	２
	１部

	３
	施設の運営・ツアー・地域との連携・その他実績
	施設の運営・ツアー・地域との連携・その他実績に関する事項
	3
	１部

	４
	法人の概要
	会社パンフレット等
	任意
	１部

	５
	財務諸表
	直近の財務諸表について
	任意
	１部


[bookmark: _Toc506308309]


[bookmark: _Toc509223017]その他
バスタ新宿の施設の詳細等については、以下のHP等を参照
バスタ新宿（交通結節点事業）　：　東京国道事務所HP
https://www.ktr.mlit.go.jp/toukoku/toukoku_index020.html
新宿高速バスターミナル株式会社HP
https://shinjuku-busterminal.co.jp/
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様式１）
令和●年　　月　　日

[bookmark: _Toc506308311]バスタ新宿利活用に関する連携協定応募希望表明書

バスタ新宿インフラツーリズム魅力倍増プロジェクト協議会　　宛



令和７年３月２４日付けで公表されました、「バスタ新宿利活用に関する連携協定」に係わる募集に応募することを表明します。


記

	社　　　名
	

	代表者氏名
	

	担当者氏名・
部署名・役職名
	

	連絡先
	住所
	〒

	
	電話
	

	
	Mail
	

	
	FAX
	








[bookmark: _Toc506308312]様式２）
提案書
	提案内容

	本募集要項に応募する事業者（以下「応募者」という）に、２．４）の内容を踏まえて、２．３）示した連携事項①②に対し、協議会とどのような連携が想定されるかなどの取組方針の提案を求める。なお、法人の概要、財務諸表は本様式に添付すること。

	注１）Ａ４版３ページ以内


様式３）
施設の運営・ツアー・地域との連携・その他実績
	実績区分
	（例）
・ツアー（インフラツーリズムツアーなど）
・施設運営（指定管理者を含む）
・地域振興イベント
・その他

	事業名称等
	（例）
○○○展示館運営事業

	施設所在地
施設名称
	（例）
○○県○○市
○○館

	関与区分
	（例）
企画運営・主催・協力　など

	事業内容
	　

	上記以外の同種実績
（事業名等のみ記載）
	　

	注１）過去実績は過去１０年以内のものとする。
２）実績が確認できる資料等に関するパンフレット等を必要に応じて添付するものとする。




様式４）
令和●年　　月　　日
[bookmark: _Toc506308310]連携協定者募集要項に関する質問書

バスタ新宿インフラツーリズム魅力倍増プロジェクト協議会　　宛

	応募者
	社名
	　

	
	所属
	　

	
	担当者名
	　

	
	電話
	　

	
	FAX
	　

	
	E-mail
	　



	No
	該当箇所
	項目
	質問内容

	
	頁
	大項目
	中項目
	
	

	1
	　
	　
	　
	　
	　

	2
	　
	　
	　
	　
	　

	3
	　
	　
	　
	　
	　

	4
	　
	　
	　
	　
	　

	5
	　
	　
	　
	　
	　

	6
	　
	　
	　
	　
	　

	7
	　
	　
	　
	　
	　

	8
	　
	　
	　
	　
	　

	9
	
	
	
	
	

	10
	
	
	
	
	


注1）  記入欄が足りない場合は適宜行を追加すること
注2）  資料名等は上記記入例を参考に適宜書き換え記載すること。




様式５）
令和●●年　　月　　日

[bookmark: _Toc506308313]応募辞退届


バスタ新宿インフラツーリズム魅力倍増プロジェクト協議会　宛


商号又は名称

所在地

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　印



令和７年３月２４日付けで公表されました「バスタ新宿利活用に関する連携協定」に係る募集について、応募希望表明書を提出しているところですが、下記の理由により応募辞退を申し出ます。


【応募辞退理由】




























別添


バスタ新宿利活用に関する連携協定書（案）


バスタ新宿インフラツーリズム魅力倍増プロジェクト協議会（以下 「甲」という。） 及び●●●●●●●●株式会社（以下「乙」という。）は、バスタ新宿の利活用及び地方観光の活性化を図るため、次のとおり連携協定（以下「本連携協定」という。）を締結する。


（目的）
第１条　本連携協定は 、甲及び乙が相互に緊密に連携した事業活動を推進すること
により、バスタ新宿のさらなる国内外向けのバスチケット販路の拡大による　地方活性化及び利活用に資することを目的とする。

（連絡事項）
第2条　甲及び乙は、前条の目的を達成するため、次に掲げる事項（以下「連絡事
項」という。）について連携して取り組むことを合意する。
　　　（1）国内外向けのバスチケット販路を拡大するため、バスチケットや観光商
　　　　　材の一元的な販売システム導入に関すること。
　　　（2）バスタ新宿の施設見学などインフラツーリズムの実施に関すること。

（実施内容の調整）
第3条　甲及び乙は、連携事項を協働して推進するにあたり、具体的な実施内容、
実施場所、時期、期間、方法、役割分担、料金の収受、その他の必要となる事
項について協議の上、別途取り決めるものとする。

（運営報告）
第4条　乙は、連携事項の実施内容について、運営報告を行うものとする。運営報
告の実施方法、頻度等については、別途協議の上、実施するものとする。

（施設の使用）
第5条　乙は、前条で乙が使用できる範囲として取り決めた範囲において、道路法（昭和27年法律第180号、その後の改正を含む。以下同じ。）及び道路占用許可基準の規定に従い、バスタ新宿の施設の一部を使用することができる。

（独立採算）
第6条　第3条により別途取り決めた場合を除き、連携事項の実施、その他連携協　　
　　定の履行により生じる費用及び責任（第二者に対する損害賠償責任を含む。）
は、乙が負担する。


（確認事項）
第7条　甲及び乙は、本連携協定の締結が、連携事項の推進にあたって、甲が
　　　乙以外の第三者と連携し、協力することを妨げるものではないことを確
認する。

（協定の変更）
第8条　甲及び乙のいずれかが本連携協定の内容の変更を申し出たときは、その都度、甲乙の協議の上、書面による合意により、必要な変更を行うことができる。
　2　　前項にかかわらず、甲は、乙に対し、甲によるバスタ新宿のインフラツーリズムにおける適切な運用に必要と認める場合には、合理的に必要な範囲内で、本連携協定の内容及び連携事項の変更を求めることができる。

（期間）
第9条　本連携協定の有効期間は、本連携協定の締結の日から１年間とする。ただし、本連携協定の有効期間が満了する2か月前までに、甲及び乙から書面により特段の申出がない場合は、満了日の翌日から１年間、本連携協定の有効期間を延長するものとし、その後も同様とする。

（解除）
第10条　前項の規定にかかわらず、甲は、本連携協定の有効期間中であっても、やむを得ない事由がある場合には、2か月間前までに書面により乙に通知することにより、本連携協定を解除することができる。
　2　　甲は、乙の責に帰すべき事由により連携事項の推進が困難となった場合には、本連携協定を解除することができる。

（損害補償）
第11条　甲及び乙は、相手方当事者が、その責に帰すべき事由により、本連携協定の各条項のいずれかに違反したことにより損害を被った場合には、相手方当事者にその損害の賠償を請求できる。

（守秘義務）
第12条　甲及び乙は、連携事項の実施に関連して知り得た相手方当事者の情報又は連携事項の実施に関連して知り得たバスタ新宿の情報（次の各号に定める情報を除く。）を、相手方当事者の書面による事前の同意を得ずに第三者に開示し又は漏洩してはならない。
（１）守秘義務を負うことなくすでに保有している情報
（２）守秘義務を追うことなく第三者から正当に入手した情報
（３）本連携協定に違反することなく既に公知となっている情報
　2　　第9条及び第10条の規定にかかわらず、前項の規定は、本連携協定の有効期間の終了後においてもなおその効力を有する。

（権利義務の譲渡の禁止）
第13条　甲及び乙は、本連携協定上の権利義務の全部若しくは一部又は本連携協定上の地位を、相手方当事者の事前の承諾なく第三者に譲渡し又は承継させてはならない。

（準拠法及び管轄）
第14条　本連携協定は日本国の法令に従い解釈されるものとし、本連携協定に起因又は関連して生じた紛争については、東京地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。

（協議）
第15条　本連携協定に定めのない事項又は本連携協定に関して疑義が生じた事
項については、甲及び乙が協議の上、決定するものとする。

　本連携協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙それぞれ署名の上、各自その１通を保有する。

　　令和●年●月●日

甲　　　　　　　　　　　　　　
　　


　　　
　　　　　　　　乙　　　　　　　　


